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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　回転子と、
　スロットを有する固定子コアと固定子巻線とを有する固定子とを備え、
　前記固定子巻線は、複数のコイル導体と、前記固定子コアの端面から突出した前記複数
のコイル導体の端部が接合された接合部とを有し、
　前記コイル導体の端部には、平坦な端面と、前記端面から前記固定子コアの軸方向に突
出し、前記接合部の金属の流動を阻止する堰止め部が形成され、
　一対の前記コイル導体の端部は、前記固定子コアの周方向の重なる位置に、径方向に隣
接して配置され、
　前記堰止め部は一対の前記コイル導体の端部が対面する側と反対側にそれぞれ形成され
、
　前記端面は一対の前記コイル導体の端部が対面する側であって対向する前記堰止め部同
士の間に形成され、前記接合部とされた回転電機。
【請求項２】
　請求項１に記載の回転電機において、
前記堰止め部は、前記コイル導体の径方向に垂直な方向に延在している回転電機。
【請求項３】
　請求項１または２に記載の回転電機において、
　前記スロット内に挿入される前記コイル導体の外周側面に絶縁被膜が設けられており、
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前記コイル導体の前記端部では、前記絶縁被膜が剥離されている回転電機。
【請求項４】
　請求項１乃至３のいずれか一項に記載の回転電機を製造する方法であって、
　一対の前記コイル導体の前記端部においてＴＩＧ溶接またはＴＩＧろう付けにより接合
する回転電機の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、回転電機およびその製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　車両に搭載されて使用される電動機や発電機等の回転電機は、回転子と、複数のスロッ
トを有する固定子コアおよび各スロットに巻装された固定子巻線を有する固定子とを備え
ている。固定子巻線は、固定子コアの周方向に沿って相巻線として巻装され、複数の相巻
線が固定子コアの径方向に、すなわち、内周側から外周側に亘って配列される。
　各固定子巻線は、ほぼＵ字形状に形成された導体セグメントの各端部を固定子コアの軸
方向の一端面側からスロット内に挿入し、固定子コアの他端面側においてスロットから導
出された端部同士を、例えば、ＴＩＧ溶接により接合して形成される。
【０００３】
　導体セグメントの端部同士をＴＩＧ溶接により接合すると、接合部は、接合用の溶融金
属により雫状に形成される。この雫状の接合部は導体径が大きくなるために、固定子コア
の径方向に隣接する固定子巻線同士が短絡する可能性がある。
　このため、導体セグメントの端部同士を、レーザ溶接により接合する方法が採用されて
いる。レーザ溶接では、各導体セグメントの一側面に切欠きを設け、切欠き同士を対面し
た状態でレーザを照射し、接合面を溶着する（例えば、特許文献１参照）。この方法では
、導体セグメントの対面側に接合部が形成されるため、固定子コアの径方向に隣接する固
定子巻線同士が短絡するのを防止することができることが記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００３－１１６２４２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、導体セグメントをレーザ溶接により接合する方法では、設備が大型化し
、高価となる。また、導体セグメントの接合部の加工および接合の際の接合面の密着に高
い精度が必要となり、生産性が低いものとなる。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明の一態様による回転電機は、回転子と、スロットを有する固定子コアと固定子巻
線とを有する固定子とを備え、前記固定子巻線は、複数のコイル導体と、前記固定子コア
の端面から突出した前記複数のコイル導体の端部が接合された接合部を有し、前記コイル
導体の端部には、平坦な端面と、前記端面から前記固定子コアの軸方向に突出し、前記接
合部の金属の流動を阻止する堰止め部が形成され、一対の前記コイル導体の端部は、前記
固定子コアの周方向の重なる位置に、径方向に隣接して配置され、前記堰止め部は一対の
前記コイル導体の端部が対面する側と反対側にそれぞれ形成され、前記端面は一対の前記
コイル導体の端部が対面する側であって対向する前記堰止め部同士の間に形成され、前記
接合部とした。
  本発明の他の態様による回転電機の製造方法は、上記回転電機の一対の前記コイル導体
を前記端部においてＴＩＧ溶接またはＴＩＧろう付けにより接合する。
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【発明の効果】
【０００７】
　本発明によれば、コイル導体の端部の接合部形状による固定子巻線の短絡を防止するこ
とができる。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
【図１】図１はハイブリッド電気自動車のブロック図を示す図である。
【図２】図２は本発明の実施形態１における回転電機の断面図である。
【図３】図３は回転電機の固定子の外観斜視図である。
【図４】図４は、図３に図示された回転電機の固定子巻線の接合部付近を示す拡大斜視図
である。
【図５】図５は、図４に図示されたコイル導体の接合部を、コイル導体端面側からみた拡
大平面図である。
【図６】図６は、図４に図示されたコイル導体の端部付近を、固定子コアの径方向に垂直
な方向から見た、溶接前の構造を示す拡大側面図である。
【図７】図７は、本発明の実施形態２を示し、回転電機の固定子の接合部付近を示す拡大
斜視図である。
【図８】図８は、図７に図示されたコイル導体の接合部を、コイル導体端面側からみた拡
大平面図である。
【図９】図９は、図７に図示された最外周または最内周のコイル導体の端部付近を、固定
子コアの径方向に垂直な方向から見た、溶接前の構造を示す拡大側面図である。
【図１０】図１０は、本発明の実施形態３を示し、コイル導体の端部付近を、固定子コア
の径方向に垂直な方向から見た、溶接前の構造を示す拡大側面図である。
【図１１】図１１は、図１０に図示されたコイル導体の端部付近の構造の変形例である。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　以下、本発明の実施形態を、図面を参照して説明する。
　以下の説明では、回転電機の一例として、ハイブリッド電気自動車用の回転電機を用い
る。また、以下の説明において、「軸方向」は回転電機の回転軸に沿った方向を指し、「
周方向」は回転電機の回転方向に沿った方向を指す。また、「径方向」は回転電機の回転
軸を中心としたときの動径方向（半径方向）を指す。
【００１０】
－実施形態１－
　以下、図１～図６を参照して、本発明の回転電機の実施形態１を説明する。図１は、本
発明の実施例に係る回転電機を搭載したハイブリッド電気自動車のブロック図である。車
両１には、車両動力源としてのエンジン２と回転電機３が搭載されている。なお、役割の
異なる２つの回転電機を併用するようにしても良く、この場合、一方の回転電機は発電及
び車両駆動の双方を担い、他方の回転電機は車両の駆動を担う。エンジン２及び回転電機
３による回転トルクは、無段変速機や有段自動変速機等の変速機４と、ディファレンシャ
ルギア５と、を介して車輪（駆動輪）６に伝達される。回転電機３は、エンジン２と変速
機４の間、もしくは変速機４の中に搭載される。したがって、回転電機３は、車両１に対
するスペースの影響を最小限とするため、小型高出力化が要求される。
【００１１】
　図２は、図１に図示された回転電機３を簡略的に示す断面図であり、シャフト２０１を
挟んで上側の領域を断面で示し、下側の領域を側面図として示している。回転電機３はフ
ロントブラケット７０およびリアブラケット７１、ハウジング７２で構成されたケース７
内部に収納されている。ケース７は、通常、フロントブラケット７０とハウジング７２で
構成される一体型、あるいはリアブラケット７１とハウジング７２で構成される一体型と
される。また、図１に示すように回転電機３がエンジン２と変速機４の間に配置される場
合、ケース７はエンジン２のケースや変速機４のケースを利用して構成される。回転電機
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３を変速機４の中に搭載し、ケース７を変速機４のケースを利用して構成されるようにす
ることもできる。
【００１２】
　回転電機３は、固定子１００と回転子２００とを備えている。固定子１００は、その外
周側がハウジング７２の内周側に固定される。回転子２００は、固定子１００の内周側に
僅かな空隙を存して配置される。回転子２００は、回転軸であるシャフト２０１に固定さ
れており、シャフト２０１と一体的に回転する。シャフト２０１の両端は軸受２０２ａ、
２０２ｂによって、フロントブラケット７０、リアブラケット７１にそれぞれ回転可能に
支持されている。
【００１３】
　図３は回転電機の固定子の外観斜視図である。固定子１００は、周方向に複数のスロッ
ト１０５が配列された固定子コア１０１、およびコイル導体１０２ａ～１０２ｆ（図４参
照）を有する固定子巻線１０３を備えている。スロット１０５は、固定子コア１０１の内
周面に、所定のピッチで、等間隔に配列されている。各スロット１０５は、固定子コア１
０１の一端面１０１ａから他端面１０１ｂに貫通して形成されている。固定子コア１０１
の内面には、各スロット１０５と固定子コア１０１の内周側空間とを連通するスリット部
１０８が形成されてる。
　固定子コア１０１は、電磁鋼板を積層して構成された積層鋼板からなる。図示はしない
が、固定子巻線１０３は、例えば、３相の相巻線の巻線端が星形結線で接続されている。
固定子巻線１０３に、Ｕ相、Ｖ相、Ｗ相の３相交流電流が流れ、回転電機３は、電動機ま
たは発電機／電動機として作動する。
【００１４】
　図４は、図３に図示された回転電機の固定子巻線の接合部付近を示す拡大斜視図である
。　固定子巻線１０３は、各相それぞれ、全体がＵ字形状に形成された複数のセグメント
コイル導体１０２ａ～１０２ｆを接続して構成される。セグメントコイル導体は、図４に
おいて端部を符号１３０で示す一対の直線状の脚部を有し、図３に示すように、一対の直
線状の脚部をＵ字状に接続する導体引出し部１０６には、各相ごとの引出し端子１０６Ｕ
，１０６Ｖ，１０６Ｗが渡り線で接続されている。各コイル導体１０２ａ～１０２ｆは、
例えば、銅等の導電性金属で形成されている。Ｕ字形状の各コイル導体１０２ａ～１０２
ｆの一対の脚部は、固定子コア１０１の一端面１０１ａ側からスロット１０５内に挿入さ
れて固定子コア１０１の他端面１０１ｂから突出される。セグメントコイル導体のそれぞ
れの一対の脚部は異なるスロットに挿入され、異なるスロットから突出した同相の一組の
端部１３０が図４に示すように溶着され、図５で示す接合部１０４を形成する。
【００１５】
　スロット１０５は、その断面形状が固定子コア１０１の径方向に長い矩形形状に形成さ
れている。各スロット１０５内には、６個のコイル導体１０２ａ～１０２ｆが径方向に並
んで挿入されている。各コイル導体１０２ａ～１０２ｆのスロット１０５に挿入される部
分には、スロット絶縁紙１０７（図４参照）が巻き付けられている。スロット絶縁紙１０
７は、固定子コア１０１と各コイル導体１０２ａ～１０２ｆとを絶縁する。また、スロッ
ト絶縁紙１０７は、同じスロット１０５内に挿入された隣接するコイル導体１０２ａ～１
０２ｆとを絶縁する。スロット絶縁紙１０７に替えて、ワニス等の絶縁層を各コイル導体
１０２ａ～１０２ｆの外周に設けるようにしてもよい。
【００１６】
　各コイル導体１０２ａ～１０２ｆは、固定子コア１０１の他端面１０１ｂから突出する
端部１３０を除いて、エナメルやワニス等の絶縁被膜１３１により被覆されている。コイ
ル導体１０２ａと１０２ｂはたとえばＵ相の巻線を構成し、コイル導体１０２ｃと１０２
ｄはたとえばＶ相の巻線を構成し、コイル導体１０２ｅと１０２ｆはたとえばＷ相の巻線
を構成する。コイル導体１０２ａ～１０２ｆの各脚部は、それぞれ、同相の他のコイル導
体１０２ａ～１０２ｆの各脚部と溶着されて接合され、円環形状の固定子巻線１０３を形
成する。
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【００１７】
　図５は、図４に図示されたコイル導体の接合部を、コイル導体端面側からみた拡大平面
図である。図６は、図４に図示されたコイル導体の溶接前の端部付近を、固定子コアの径
方向に垂直な方向から見た拡大側面図である。なお、国定子コアの径方向に垂直な方向と
は、溶着後を示す図５において、端部１３０をVI-VI線で切断して見る方向である。コイ
ル導体１０２ａ～１０２ｆは、平角線と言われる断面形状が略矩形の部材である。
【００１８】
　コイル導体の接合部１０４の構造を、コイル導体１０２ａと１０２ｂの接合部１０４ａ
を一例として説明する。
　たとえばＵ相のコイル導体１０２ａの脚部は、図４に示すように、固定子コア１０１の
スロットの最奥部に配置されて固定子コアの一端面１０１ａから突出して周方向に折り曲
げられている。図示はされていないが、Ｕ相のコイル導体１０２ｂの脚部は、固定子コア
１０１のスロットの最奥部よりも内周側に配置されて固定子コアの一端面１０１ａから突
出して周方向に折り曲げられている。コイル導体１０２ｂは、スロットの最奥部のコイル
導体１０２ａの内側に隣接して配置されている。
【００１９】
　図６に図示されるように、コイル導体１０２ａ、１０２ｂの端部１３０では、それぞれ
、絶縁被膜１３１が剥離されている。コイル導体１０２ａの端部１３０には、固定子コア
内周側の平坦な端面１２１ａと、この端面１２１ａから固定子コア外周側に上り勾配で傾
斜する堰止め部１２２ａとが形成されている。コイル導体１０２ｂの端部１３０には、固
定子コア外周側の平坦な端面１２１ｂと、この端面１２１ｂから固定子コア内周側に上り
勾配で傾斜する堰止め部１２２ｂとが形成されている。すなわち、接合される一対のコイ
ル導体１０２ａ、１０２ｂのうち、固定子コア外側のコイル導体１０２ａには、その固定
子外周側長辺に堰止め部１２２ａが形成され、固定子コア内側のコイル導体１０２ｂには
、その固定子内周側長辺に堰止め部１２２ｂが形成されている。コイル導体１０２ｃ、１
０２ｄの端部１３０、コイル導体１０２ｅ、１０２ｆの端部１３０にもそれぞれ、端面１
２１ａ～１２１ｆと、堰止め部１２２ｃ～１２２ｆが形成されている。このように、コイ
ル導体１２０ａ～１２０ｆの端部１３０には、その端面１２１ａ～１２１ｆから軸方向に
突出する堰止め部１２２ａ～１２２ｆが形成されている。そして、コイル導体１０２ａの
固定子コア内側に面する側面１２１ｓとコイル導体１０２ｂの端面１２１ｂの固定子コア
外側に面する側面１２１ｓとは互いに面で接するように配置される。これにより、堰止め
部１２２ａと堰止め部１２２ｂが対向し、その間の谷間に溶融金属の溜まり空間部ＷＳが
形成されている。溜まり空間部ＷＳの底部は平坦な端面１２１ａ，１２１ｂである。
【００２０】
　コイル導体１０２ａ、１０２ｂは、ＴＩＧ（Tungsten Inert Gas）溶接またはＴＩＧろ
う付けにより接合される。
【００２１】
　コイル導体１０２ａ、１０２ｂは、図５に図示されるように、コイル導体１０２ａ、１
０２ｂの端面１２１ａ，１２１ｂで溶接され溜まり空間部ＷＳ（図６参照）に溶融金属が
固まった接合材１１０により接合されている。溶融金属が固化した接合材１１０は、周方
向には、コイル導体１０２ａ、１０２ｂの端面１２１の側面から張り出して形成されてい
る。しかし、固定子コアの径方向では、コイル導体１０２ａ、１０２ｂの堰止め部１２２
ａ、１２２ｂにより溶融金属が堰き止められる。このため、溶接時にコイル導体１０２ａ
の堰止め部１２２ａの外周側およびコイル導体１０２ｂの堰止め部１２２ｂの内周側には
溶融金属が流出することは無い。すなわち、接合材１１０は固定子コア半径方向には外周
側にも内周側にもはみ出ることがない。
【００２２】
　コイル導体１０２ｃと１０２ｄの接合部１０４ｂ、コイル導体１０２ｅと１０２ｆの接
合部１０４ｃの構造は、接合部１０４ａと同様である。すなわち、接合部１０４ｂでは、
コイル導体１０２ｃ、１０２ｄのそれぞれに設けられた堰止め部１２２ｃ、１２２ｄによ
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り、溶接時に、固定子コア１０１の径方向に溶融金属が流出するのを防止できる。接合部
１０４ｃでは、コイル導体１０２ｅ、１０２ｆのそれぞれに設けられた堰止め部１２２ｅ
、１２２ｆにより、溶接時に、固定子コア１０１の径方向に溶融金属が流出するのを防止
できる。すなわち、コイル導体１０２ｃと１０２ｄの接合部１０４ｂ、コイル導体１０２
ｅと１０２ｆの接合部１０４ｃにおいても、接合材１１０は固定子コア半径方向には外周
側にも内周側にもはみ出ることがない。
【００２３】
　接合部１０４ａは固定子コア１０１の最外周側に位置し、接合部１０４ｃは固定子コア
１０１の最内周側に位置し、接合部１０４ｂは、接合部１０４ａと接合部１０４ｃとの中
間に位置する。すなわち、接合部１０４ａ～１０４ｃは、固定子コア１０１の径方向に隣
り合うように配置されている。しかし、各接合部１０４ａ～１０４ｃでは、コイル導体１
０２ａ～１０３ｆに設けられた堰止め部１２２ａ～１２２ｆにより、溶接時に、接合材１
１０が固定子コア１０１の径方向に隣接する接合部１０４側に流出するのを堰き止められ
る。このため、接合材１１０により、固定子巻線１０３が短絡するのを防止することがで
きる。
【００２４】
　上記実施形態１によれば、下記の効果を奏する。なお、以下の効果の説明において、コ
イル導体１０２ａ～１０２ｆ、堰止め部１２２ａ～１２２ｂを代表して、それぞれ、コイ
ル導体１０２、堰止め部１２２という。（１）コイル導体１０２の各端部１３０に、接合
材１１０により接合される平坦な端面１２１と、該端面１２１から軸方向に突出する堰止
め部１２２とを設けた。このため、接合用の溶融金属は、各堰止め部１２２で流動が堰き
止められ、接合材１１０が雫状の玉形状を形成するように大きな塊になることはない。こ
れにより、隣接する固定子巻線１０３同士が短絡するのを防止することができる。
【００２５】
（２）接合部１０４において、接合材１１０を溶融して一対のコイル導体１０２同士を接
合するようにした。このため、ＴＩＧ溶接やＴＩＧろう付け等、レーザ溶接によらない夭
折により接合することが可能となり、設備の大型化および高コスト化を避けることができ
る。
【００２６】
（３）各堰止め部１２２は、固定子コア１０１の径方向に垂直な方向に、端部１３０の周
方向の長さの全長に亘って延在されている。また、一対のコイル導体１０２の端部１３０
は、固定子コア１０１の周方向の重なる位置に、径方向に隣接して配置され、堰止め部１
２２は、一対のコイル導体１０２の端部が対面する側と反対側に形成されている。このた
め、溶接時に、接合材１１０は、径方向に隣接する接合部１０４側に流出するのを堰き止
められる。これにより、固定子巻線１０３が短絡するのを防止することができる。
【００２７】
（４）堰止め部１２２を、コイル導体１０２の端部１３０の端面１２１の一辺側からのみ
立ち上がるよう設けた。このため、接合材１１０は、堰止め部１２２が形成されていない
端面１２１の側方には、張り出すように流動することができ、接合面積を大きくすること
ができる。
【００２８】
－実施形態２－
　図７は、本発明の実施形態２を示し、回転電機の固定子の接合部付近を示す拡大斜視図
である。図８は、図７に図示されたコイル導体の端部付近をコイル導体端面側から見た拡
大平面図であり、図９は、図７に図示された最外周または最内周のコイル導体の溶接前の
端部付近を固定子コアの径方向に垂直な方向から見た拡大側面図である。実施形態２では
、最外周のコイル導体１０２ａおよび最内周のコイル導体１０２ｆには、堰止め部１２２
ａ、１２２ｆが形成されていない。図９に図示されるように、最外周のコイル導体１０２
ａの端部１３０の端面１２１は、全体が平坦に形成されている。コイル導体１０２ａの内
周側に隣接するコイル導体１０２ｂの端部１３０には、内周側の側部に堰止め部１２２ｂ
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が形成されている。同様に、最内周のコイル導体１０２ｆの端部１３０の端面１２１は、
全体が平坦に形成されており、コイル導体１０２ｆの外周側に隣接するコイル導体１０２
ｅの端部１３０には、外周側の側部に堰止め部１２２ｅが形成されている。
【００２９】
　コイル導体１０２ｃ、１０２ｄの接合部１０４ｂの構造は実施形態１と同様である。つ
まり、図８に図示されるように、コイル導体１０２ｃの端部１３０の外周側の側部および
コイル導体１０２ｄの端部１３０の内周側の側部には、それぞれ、堰止め部１２２ｃ、１
２２ｄが形成されている。
　従って、接合部１０４ｂにおいては、接合材１１０は、堰止め部１２２ｃ、１２２ｄに
堰き止められ、堰止め部１２２ｃの外周側および堰止め部１２２ｄの内周側に張り出すこ
とはない。これにより、接合部１０４ｂが外周側の接合部１０４ａおよび内周側の接合部
１０４ｃに短絡することは無い。
【００３０】
　接合部１０４ａにおいては、接合材１１０は、コイル導体１０２ａの外周側に張り出す
。しかし、接合部１０４ａの外周側には、固定子巻線１０３を構成するコイル導体１０２
は配置されていない。また、接合部１０４ｃにおいては、接合材１１０は、コイル導体１
０２ｆの内周側に張り出す。しかし、接合部１０４ａの内周側には、固定子巻線１０３を
構成するコイル導体１０２は配置されていない。従って、接合部１０４ａ、１０４ｃによ
って固定子巻線１０３に短絡が生じることは無い。実施形態２の他の構成は、実施形態１
と同様である。実施形態２においても、実施形態１の効果（１）～（４）と同様な効果を
奏する。
【００３１】
－実施形態３－
　図１０は、本発明の実施形態３を示し、コイル導体の端部付近を、固定子コアの径方向
に垂直な方向から見た、溶接前の構造を示す拡大側面図である。実施形態３では、接合さ
れる一対のコイル導体１０２ａ、１０２ｂそれぞれの対面する側の側部に、堰止め部１２
２ａ、１２２ｂよりも高さが小さい突起１２３ａ、１２３ｂを形成した構造を有する。最
外周のコイル導体１０２ａの端部１３０の上部には、外周側の側部に堰止め部１２２ａが
形成され、内周側の側部に突起１２３ａが形成されている。堰止め部１２２ａと突起１２
３ａとの境界には、平坦な端面１２１が形成されている。コイル導体１０２ａの内周側の
コイル導体１０２ｂの端部１３０の上部には、内周側の側部に堰止め部１２２ｂが形成さ
れ、内周側の側部に突起１２３ｂが形成されている。堰止め部１２２ｂと突起１２３ｂと
の境界には、平坦な端面１２１が形成されている。
【００３２】
　突起１２３ａ、１２３ｂは、堰止め部１２２ａ、１２２ｂより高さが小さく、また、底
面の面積も小さい。つまり、突起１２３ａ、１２３ｂは、堰止め部１２２ａ、１２２ｂよ
り体積が小さい。突起１２３ａと突起１２３ｂは、固定子コア１０１の周方向の重なる位
置に、径方向に隣接して配置されている。堰止め部１２２ａ、１２２ｂは、それぞれ、突
起１２３ａと突起１２３ｂとが対面する側と反対側に配置されている。突起１２３ａ、１
２３ｂは、溶接時に、積極的に溶融させるコイル導体１０２ａ、１０２ｂの部位として形
成するものである。突起１２３ａ、１２３ｂを溶融させることにより、堰止め部１２２ａ
、１２２ｂへの熱影響が緩和される。これにより、堰止め部１２２ａ、１２２ｂによる溶
融金属の堰き止め能力を向上することができる。
【００３３】
　実施形態３の他の構成は、実施形態１と同様である。実施形態３は、実施形態１の効果
（１）～（３）を奏する。また、実施形態３では、堰止め部１２２による堰き止め能力を
向上することができる。なお、実施形態２と同様、最外周のコイル導体１０２ａおよび最
内周のコイル導体１０２ｆには、堰止め部１２２ａ、１２２ｆを形成しないようにしても
よい。
【００３４】
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　図１１は、図１０に図示されたコイル導体の端部付近の構造の変形例である。図１１に
図示された実施形態３の変形例では、コイル導体１０２ａ、１０２ｂの端部１３０の上部
に、平坦な端面１２１は形成されていない。コイル導体１０２ａ、１０２ｂの端部１３０
の上部には、それぞれ、堰止め部１２２ａ、１２２ｂと突起１２３ａ、１２３ｂとが形成
されている。しかし、堰止め部１２２ａ、１２２ｂと突起１２３ａ、１２３ｂとの境界部
に、平坦な端面１２１は形成されていない。このような構造においても、実施形態３と同
様な効果を奏する。
【００３５】
　なお、上記各実施形態では、１つのスロット１０５内に、６個のコイル導体１０２が挿
入される構造として例示した。しかし、本発明は、これに限定されるものではなく、１つ
のスロット１０５内に挿入されるコイル導体１０２の数が４個以上の固定子１００に適用
することができる。
【００３６】
　上記実施形態では、コイル導体１０２は、平角線といわれる断面形状が略矩形の部材と
して例示した。しかし、コイル導体１０２は、丸線型としてもよい。
【００３７】
　上記では、種々の実施の形態および変形例を説明したが、本発明はこれらの内容に限定
されるものではない。上記各実施形態を、組み合わせることも可能であり、本発明の技術
思想の範囲内で考えられるその他の態様も本発明の範囲内に含まれる。　要するに、本発
明は、以下の構成を備える種々の回転電機に適用される。本発明による回転電機は、回転
子と、固定子コアと固定子巻線とを有する固定子とを備える。そして、固定子巻線は、複
数のコイル導体と、固定子コアの端面から突出した複数のコイル導体の端部が接合された
接合部とを有し、コイル導体の端部には、接合部の金属の流動を阻止する堰止め部（溶融
金属流動阻止堰）が形成されている。
【符号の説明】
【００３８】
１００　　　固定子
１０１　　　固定子コア
１０１ａ　　一面
１０１ｂ　　他端面
１０２ａ～１０２ｆ　　コイル導体
１０３　　　固定子巻線
１０４、１０４ａ～１０４ｃ　　　接合部
１０５　　　スロット
１１０　　　接合材
１２２、１２２ａ～１２２ｆ　　　堰止め部
１２１、１２１ａ～１２１ｆ　　　端面
１２３ａ、１２３ｂ　　突起
１３０　　　端部
１３１　　　絶縁被覆
２００　　　回転子
２０１　　　シャフト
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